
アクションプラン 「復興・再生並びに災害からの安全性向上」（１）

 被災地域住民がより安全に暮らせる社会
 東北地域の復興・再生をモデルとし、より安全、かつ豊かで質の高い国民生活

目指すべき社会

４つの政策課題と施策の例

津波が越えても
壊れにくい防波堤

通信混雑の軽減

ネットワークの再構成

１

建築物の耐震性強化
市街地における
低コスト液状化対策

地震・津波に強い河川堤防

耐震安全性の
ための

建築材料部材
の開発

GPS津波計

海底津波計

津波発生

津波の情報のより迅速・正確な把握と
津波防災体制の構築

災害に強い
情報伝達システム

政策課題：災害から命・健康を守る

政策課題：災害から住まいを守り、造る政策課題：災害からモノ、情報、
エネルギーの流れを確保し、創る

新食料供給基地建設のための
先端技術

中小企業技術革新挑戦支援
地域イノベーション戦略支援

農地・森林等の放射性物質の
除去・低減技術の開発

政策課題：災害から仕事を守り、創る

1

的確な避難行動や
避難誘導のための
情報提供

通信の
断絶・混雑

被災地で生きる必要条件

継続して生活するうえで必須な他地域との交流

３２施策、概算要求額５９６億円（一部のみ対象の施策を除く）
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対象施策の要件

アクションプラン「復興・再生並びに災害からの安全性向上」（２）

〇目標設定の妥当性・達成期待度
〇実効性
・研究開発成果の早期実用化が不可欠
・適合条件：
(1) 着手から２年以内に実用化できるもの
(2) 着手から５年以内に実用化できるもの
(3) 全体施策は５年を超えるが一部について５年以内に
実用化できるもの

〇研究開発内容の優位性
・既存の研究成果や技術と比較して優位

〇研究開発実施体制
・研究開発をトータルで管理するプロジェクトマネージメントが重要



（参考）＜参考＞ 平成２４年度アクションプラン
‐復興・再生並びに災害からの安全性向上‐
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目指すべき社会
の姿

政策課題 重点的取組

地震 津波 放射性物質による影響

・東日本大震災か
らの復興・再生を
遂げ、地域住民が
より安全に暮らせ
る社会

・東北地域の復
興・再生をモデル
として、より安全、
かつ豊かで質の高
い国民生活を実現
する国

災害から
命・健康を
守る

●地震発生時に必要な情報の住
民へのより正確かつ迅速な伝達

●地震で倒壊したガレキや崩れた
土砂からのより迅速な人命救助

●発生した津波の情報のより迅速、正
確な把握

●避難情報のより迅速、的確な住民へ
の伝達と避難行動の促進
●津波現場からのより確実な人命救助

●被災者に対するより迅速で的確な医
療の提供と健康の維持

●放射性物質による健康への影響に対す
る住民の不安を軽減するための取組

⇒・食品、水の放射性物質による影響の低
減

・放射性物質により汚染された大量の災害
廃棄物等の安全かつ低コストな処理

・モニタリング情報のより正確でわかりやす
い住民への伝達

災害から
仕事を守
り、創る

●農林水産業および製造業施設
の耐震性能の向上

●産業施設の火災等の二次災害
防止機能の強化

●津波被害からの農場・漁場の早期再
生

●強い競争力をもつ新しいかたちでの
農林水産業の再生

●農地・森林等における放射性物質のより
効果的・効率的な除染

●農水産物、産業製品の放射性物質のよ
り迅速な計測・評価および除染

●革新的技術を活用した被災地での起業と産業競争力強化

●地域の強み（自然、文化、伝統、地理的特徴等）を生かした被災地での起
業

災害から
住まいを
守り、造る

●既存構造物の耐震性、耐火性
の向上

●新設構造物の耐震性、耐火性
の飛躍的向上
●より低コストな液状化被害防止

●地理的条件を考慮した住まいの配
置とまちの設計による津波被害の軽減

●大量の災害廃棄物のより迅速、円滑
な処理

●避難対象区域の治安及び地域コミュニ
ティの維持

災害から
モノ、情報、
エネル
ギーの流
れを確保
し、創る

●地震災害時に必要な物資を必
要な場所に運ぶ物流の確保

●地震災害時に必要な情報のより
迅速かつ確実な伝達

●地震災害時の電力、ガス、上下
水道のより迅速な機能回復

●必要な物資を津波による孤立地域
に的確に運ぶ物流の確保

●津波で通信が途絶した地域での必
要な情報の確保

●津波による停電地域を最小限にでき、
より迅速に復旧可能な電力の供給

●放射性物質のより迅速な計測・評価およ
び除染による、生産から消費における円滑
な流通の確保


